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Ｗｅｂサイト分科会
情報提供システム担当

メールマガジン担当

法令指導講習講師会議

【 保安専門技術者養成講習講師会議 】

保安業務指導講習講師会議講 習 分 科 会

ＣＯ中毒事故防止技術講習講師会議

ＬＰガス災害対策講習講師会議

Ⅰ．事業の実施体制

１．委員会等の設置

事業の的確な運営を図るため、「保安技術普及委員会」を設け、保安専門技術者指

導等事業実施要領（別紙１参照）により基本方針、保安専門技術の種類及び普及等に

ついて審議した。また、「保安技術普及委員会」の下に２つの分科会を設け、次の検

討、審議を行った。

「Ｗｅｂサイト分科会」では、「情報提供システム担当」及び「メールマガジン担

当」の委員グループにより「情報提供」の内容について検討した。

「講習分科会」では、保安専門技術の種類ごとに「保安専門技術者養成講習講師会

議」を開催し、講習カリキュラム、テキスト、講義内容等について審議した。

なお、保安専門技術者指導等事業実施要領に関し、委員会等の構成（分科会、講

師会議の設置等）に関する規定を実態との的確な整合を図るため、改訂を行った。

（別紙１中、「保安専門技術者指導等事業実施要領新旧対照表」参照）

２．委員会等の構成

委員会等の体制

－ 1－



委員会等の構成

委員会、分科会及び保安専門技術者養成講習講師会議の構成（次表参照）

平成３０年度 保安専門技術者指導等事業 委員会委員等一覧
平成３１年３月２９日現在

氏 名 委
員
会

Ｗｅｂ 講 習 所 属

情報 メル 法令 保安 ＣＯ 災害

小 川 輝 繁 ◎ 横浜国立大学 名誉教授 ［ 公財 総合安全工学研究所 専務理事］

飯 田 正 史 ○ ○ ○ ○ 一社 全国ＬＰガス協会 保安部 保安技術担当部長

渡 辺 雅 昭 ○ 一社 全国ＬＰガス協会 保安部 部長代理

谷 茂 樹 ○ 一社 日本ガス石油機器工業会 消費者関連グループ マネージャー

平 野 順 也 ○ 一社 日本ガス石油機器工業会［パーパス 株 経営企画部 参事］

榎 本 正 徳 ○ 一社 日本エルピーガス供給機器工業会 専務理事

水 越 大 輔 ○ ○ 一社 日本エルピーガス供給機器工業会 技術部長

根 木 和 輝 ○ 一社 日本エルピーガスプラント協会 技術部長

杉 原 康 夫 ○ ガス警報器工業会 事務局長

石 井 美 継 ○ ○ 一社 和歌山県ＬＰガス協会 専務理事

嶋 﨑 啓 祐 ○ 一社 高知県ＬＰガス協会 専務理事

山 村 忠 幸 ○ 一社 熊本県ＬＰガス協会 事務局長

寺 島 善 仁 ○ ◎ 元 一社 愛知県ＬＰガス協会

曽 根 孝 ○ 元 一社 兵庫県ＬＰガス協会

野 口 幸 廣 ○ ◎ 三洋設備産業 株 代表取締役

志 村 博 勝 ○ 有 共和住設 代表取締役

吉 本 正 樹 ○ ◎ ○ ○ 北海道エア・ウォーター 株 保安技術部 部長

石 田 晴 俊 ○ ○ ◎ ○ 昭和ガス 株 顧問

石 田 一 ○ ○ ○ 橋本産業 株 取締役 ガス部 技術保安部 部長

徳 島 光 人 ○ ○ ガステックサービス 株 保安管理部 保安管理グループ

塚 口 勝 弘 ○ ○ 株 ザ・トーカイ 理事 保安統括室長

吉 川 喜 祥 ○ ○ 東邦液化ガス 株 ガス営業本部 エネルギー営業部長

森 哲 也 ○ ○ ○ 株 マルエイ 環境保安部 執行役員 環境保安部長

猪 瀬 敏 行 ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ 株 エフ・ユー 教育事業部 担当部長

山 崎 直 人 ○ ○ アストモスリテイリング 株 保安推進部長

岩 田 誠 一 ○ ○ ＥＮＥＯＳグローブガスターミナル 株 操業総括部 技術課 技術主幹

石郷岡 正 明 ○ ○ ＥＮＥＯＳグローブエナジー 株 保安統括本部 理事 副本部長

吉 沼 朗 ○ ○ ジクシス 株 販売促進部 担当課長

荻 野 薫 ○ 矢崎エナジーシステム 株 ガス機器開発センター 要素技術開発部

田 渕 政 彦 ○ 新コスモス電機 株 営業計画推進部 トレーニングセンター長

福 澤 清 ○ 元 株 ガスター

合計人数 →

委員会： 保安技術普及委員会 ◎：委員長、主査【但し、講師会議：チーフ講師】

Ｗｅｂ： Ｗｅｂサイト分科会 ○：委員又は講師

情報： 情報システム担当

メル： メールマガジン担当

講 習： 講習分科会

法令： 法令指導講習講師会議

保安： 保安業務指導講習講師会議

ＣＯ： ＣＯ中毒事故防止技術講習講師会議

災害： ＬＰガス災害対策講習講師会議

＊： 講師会議（ＷＧを除く。）の委員は、保安専門技術者講習講師を兼務
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委員会等の構成

委員会、分科会及び保安専門技術者養成講習講師会議の構成（次表参照）

平成３０年度 保安専門技術者指導等事業 委員会委員等一覧
平成３１年３月２９日現在

氏 名 委
員
会

Ｗｅｂ 講 習 所 属

情報 メル 法令 保安 ＣＯ 災害

小 川 輝 繁 ◎ 横浜国立大学 名誉教授 ［ 公財 総合安全工学研究所 専務理事］

飯 田 正 史 ○ ○ ○ ○ 一社 全国ＬＰガス協会 保安部 保安技術担当部長

渡 辺 雅 昭 ○ 一社 全国ＬＰガス協会 保安部 部長代理

谷 茂 樹 ○ 一社 日本ガス石油機器工業会 消費者関連グループ マネージャー

平 野 順 也 ○ 一社 日本ガス石油機器工業会［パーパス 株 経営企画部 参事］

榎 本 正 徳 ○ 一社 日本エルピーガス供給機器工業会 専務理事

水 越 大 輔 ○ ○ 一社 日本エルピーガス供給機器工業会 技術部長

根 木 和 輝 ○ 一社 日本エルピーガスプラント協会 技術部長

杉 原 康 夫 ○ ガス警報器工業会 事務局長

石 井 美 継 ○ ○ 一社 和歌山県ＬＰガス協会 専務理事

嶋 﨑 啓 祐 ○ 一社 高知県ＬＰガス協会 専務理事

山 村 忠 幸 ○ 一社 熊本県ＬＰガス協会 事務局長

寺 島 善 仁 ○ ◎ 元 一社 愛知県ＬＰガス協会

曽 根 孝 ○ 元 一社 兵庫県ＬＰガス協会

野 口 幸 廣 ○ ◎ 三洋設備産業 株 代表取締役

志 村 博 勝 ○ 有 共和住設 代表取締役

吉 本 正 樹 ○ ◎ ○ ○ 北海道エア・ウォーター 株 保安技術部 部長

石 田 晴 俊 ○ ○ ◎ ○ 昭和ガス 株 顧問

石 田 一 ○ ○ ○ 橋本産業 株 取締役 ガス部 技術保安部 部長

徳 島 光 人 ○ ○ ガステックサービス 株 保安管理部 保安管理グループ

塚 口 勝 弘 ○ ○ 株 ザ・トーカイ 理事 保安統括室長

吉 川 喜 祥 ○ ○ 東邦液化ガス 株 ガス営業本部 エネルギー営業部長

森 哲 也 ○ ○ ○ 株 マルエイ 環境保安部 執行役員 環境保安部長

猪 瀬 敏 行 ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ 株 エフ・ユー 教育事業部 担当部長

山 崎 直 人 ○ ○ アストモスリテイリング 株 保安推進部長

岩 田 誠 一 ○ ○ ＥＮＥＯＳグローブガスターミナル 株 操業総括部 技術課 技術主幹

石郷岡 正 明 ○ ○ ＥＮＥＯＳグローブエナジー 株 保安統括本部 理事 副本部長

吉 沼 朗 ○ ○ ジクシス 株 販売促進部 担当課長

荻 野 薫 ○ 矢崎エナジーシステム 株 ガス機器開発センター 要素技術開発部

田 渕 政 彦 ○ 新コスモス電機 株 営業計画推進部 トレーニングセンター長

福 澤 清 ○ 元 株 ガスター

合計人数 →

委員会： 保安技術普及委員会 ◎：委員長、主査【但し、講師会議：チーフ講師】

Ｗｅｂ： Ｗｅｂサイト分科会 ○：委員又は講師

情報： 情報システム担当

メル： メールマガジン担当

講 習： 講習分科会

法令： 法令指導講習講師会議

保安： 保安業務指導講習講師会議

ＣＯ： ＣＯ中毒事故防止技術講習講師会議

災害： ＬＰガス災害対策講習講師会議

＊： 講師会議（ＷＧを除く。）の委員は、保安専門技術者講習講師を兼務

３．委員会等の開催日及び審議内容

（１）保安技術普及委員会

開 催 日 内 容

第 １ 回 平成 年 月 日 ・講習の実施方針について

・情報提供システムの方針について

・講習開催地について

第 ２ 回 平成 年 月 日 ・事業報告書 案 について

・保安専門技術者講習の実績報告について

・情報提供システムの状況について

（２）Ｗｅｂサイト分科会（情報提供システム担当）

開 催 日 内 容

第 １ 回 平成 年 月 日 ・情報提供システムの方針について

第 ２ 回 平成 年 月 日 ・情報提供システムの状況について

（３）Ｗｅｂサイト分科会（メールマガジン担当）

開 催 日 内 容

第 １ 回 平成 年 月 日 メールマガジン 第 号 の内容及び編集等について

第 ２ 回 平成 年 月 日 メールマガジン 第 号 の内容及び編集等について

第 ３ 回 平成 年 月 日 メールマガジン 第 号 の内容及び編集等について

第 ４ 回 平成 年 月 日 メールマガジン 第 号 の内容及び編集等について

メールマガジン 第 号 の内容及び編集等について

（４）保安専門技術者養成講習講師会議（法令指導）

開 催 日 内 容

第 １ 回 平成 年 月 日 ・講習カリキュラムについて

・テキスト及び配布資料について

第 ２ 回 平成 年 月 日 ・講義担当講師について

・講義内容・ポイント等について

第 ３ 回 平成 年 月 日 ・講習結果等について
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（５）保安専門技術者養成講習講師会議（保安業務指導）

開 催 日 内 容

第 １ 回 平成 年 月 日 ・講習カリキュラムについて

・テキスト及び配布資料について

第 ２ 回 平成 年 月 日 ・講義担当講師について

・講義内容・ポイント等について

第 ３ 回 平成 年 月 日 ・講習結果等について

（６）保安専門技術者養成講習講師会議（ＣＯ中毒事故防止技術）

開 催 日 内 容

第 １ 回 平成 年 月 日 ・講習カリキュラムについて

・テキスト及び配布資料について

第 ２ 回 平成 年 月 日 ・講義担当講師について

・講義内容・ポイント等について

第 ３ 回 平成 年 月 日 ・講習結果等について

（７）保安専門技術者養成講習講師会議（ＬＰガス災害対策）

開 催 日 内 容

第 １ 回 平成 年 月 日 ・講習カリキュラムについて

・テキスト及び配布資料について

第 ２ 回 平成 年 月 日 ・講義担当講師について

・講義内容・ポイント等について

第 ３ 回 平成 年 月 日 ・講習結果等について

－ 4－



（５）保安専門技術者養成講習講師会議（保安業務指導）

開 催 日 内 容

第 １ 回 平成 年 月 日 ・講習カリキュラムについて

・テキスト及び配布資料について

第 ２ 回 平成 年 月 日 ・講義担当講師について

・講義内容・ポイント等について

第 ３ 回 平成 年 月 日 ・講習結果等について

（６）保安専門技術者養成講習講師会議（ＣＯ中毒事故防止技術）

開 催 日 内 容

第 １ 回 平成 年 月 日 ・講習カリキュラムについて

・テキスト及び配布資料について

第 ２ 回 平成 年 月 日 ・講義担当講師について

・講義内容・ポイント等について

第 ３ 回 平成 年 月 日 ・講習結果等について

（７）保安専門技術者養成講習講師会議（ＬＰガス災害対策）

開 催 日 内 容

第 １ 回 平成 年 月 日 ・講習カリキュラムについて

・テキスト及び配布資料について

第 ２ 回 平成 年 月 日 ・講義担当講師について

・講義内容・ポイント等について

第 ３ 回 平成 年 月 日 ・講習結果等について

Ⅱ．保安専門技術者指導

１．保安専門技術者養成講習の実施

概要

ＬＰガス消費者保安の高度化を実現する一方策として、地域保安指導事業において

技術普及を行い、ＬＰガス関係事業者及びＬＰガス消費者の保安の高度化を図るため

に必要な保安技術や新技術に対し高度な専門技術を有する「保安専門技術者」を養成

することを目的とする講習を実施した。

前年度からの変更について

平成２９年度における保安専門技術者養成講習に関し、前年度からの主な変更は、

次のとおり。

講習開催地域の変更： 全国９地域（北海道、東北、関東、北陸、中部、近畿、中

国、四国、九州）中、平成３０年度は、東北、関東、北陸、近畿、中国、九州の

６地域で実施した。（前年度は、北海道、関東、北陸、中国、九州の５地域で実

施）

講習カリキュラム

次の①～④の４種類の講習テーマについて講習を実施するため、講習テーマ別の講

師会議において講義内容を検討し、別紙２の講習カリキュラムを作成した。

① 法令指導講習（５時間）

② 保安業務指導講習（５時間）

③ ＣＯ中毒事故防止技術講習【「業務用厨房機器メンテナンス」を含む。】（５時間）

④ ＬＰガス災害対策講習（５時間）

講師の構成

次表参照
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平成３０年度 保安専門技術者養成講習講師の構成

【 講 義 を 行 っ た 講 師 】

氏 名 講 習 の 種 類 所 属

法令 保安 ＣＯ 災害

１ 飯 田 正 史 ○ 一社 全国ＬＰガス協会

２ 平 野 順 也 ○ 一社 日本ガス石油機器工業会

３ 石 井 美 継 ○ ○ 一社 和歌山県ＬＰガス協会

４ 嶋 﨑 啓 祐 ○ 一社 高知県ＬＰガス協会

５ 山 村 忠 幸 ○ 一社 熊本県ＬＰガス協会

６ 寺 島 善 仁 ○ 元 一社 愛知県ＬＰガス協会

７ 曽 根 孝 ○ 元 一社 兵庫県ＬＰガス協会

８ 吉 本 正 樹 ○ ○ ○ 北海道エア・ウォーター 株

９ 石 田 晴 俊 ○ ○ ○ 昭和ガス 株

徳 島 光 人 ○ ○ ガステックサービス 株

塚 口 勝 弘 ○ ○ 株 ザ・トーカイ

吉 川 喜 祥 ○ 東邦液化ガス 株

猪 瀬 敏 行 ○ ○ ○ 株 エフ・ユー

山 崎 直 人 ○ ○ アストモスリテイリング 株

石郷岡 正 明 ○ ○ ＥＮＥＯＳグローブエナジー 株

吉 沼 朗 ○ ジクシス 株

荻 野 薫 ○ 矢崎エナジーシステム 株

田 渕 政 彦 ○ 新コスモス電機 株

福 澤 清 ○ 元 株 ガスター

合計人数 →

【 備 考 】

法令： 法令指導講習

保安： 保安業務指導講習

ＣＯ： ＣＯ中毒事故防止技術

災害： ＬＰガス災害対策講習
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平成３０年度 保安専門技術者養成講習講師の構成

【 講 義 を 行 っ た 講 師 】

氏 名 講 習 の 種 類 所 属

法令 保安 ＣＯ 災害

１ 飯 田 正 史 ○ 一社 全国ＬＰガス協会

２ 平 野 順 也 ○ 一社 日本ガス石油機器工業会

３ 石 井 美 継 ○ ○ 一社 和歌山県ＬＰガス協会

４ 嶋 﨑 啓 祐 ○ 一社 高知県ＬＰガス協会

５ 山 村 忠 幸 ○ 一社 熊本県ＬＰガス協会

６ 寺 島 善 仁 ○ 元 一社 愛知県ＬＰガス協会

７ 曽 根 孝 ○ 元 一社 兵庫県ＬＰガス協会

８ 吉 本 正 樹 ○ ○ ○ 北海道エア・ウォーター 株

９ 石 田 晴 俊 ○ ○ ○ 昭和ガス 株

徳 島 光 人 ○ ○ ガステックサービス 株

塚 口 勝 弘 ○ ○ 株 ザ・トーカイ

吉 川 喜 祥 ○ 東邦液化ガス 株

猪 瀬 敏 行 ○ ○ ○ 株 エフ・ユー

山 崎 直 人 ○ ○ アストモスリテイリング 株

石郷岡 正 明 ○ ○ ＥＮＥＯＳグローブエナジー 株

吉 沼 朗 ○ ジクシス 株

荻 野 薫 ○ 矢崎エナジーシステム 株

田 渕 政 彦 ○ 新コスモス電機 株

福 澤 清 ○ 元 株 ガスター

合計人数 →

【 備 考 】

法令： 法令指導講習

保安： 保安業務指導講習

ＣＯ： ＣＯ中毒事故防止技術

災害： ＬＰガス災害対策講習

講習の実施状況

（１）講習は、４種類の講習テーマを全国６地区において延べ２１回実施した。実施状

況を別表１の「平成３０保安専門技術者養成講習の実施状況」に、これまでの修了

者数を別表２の「年度別講習修了者数」に各々まとめた。

（２）講習会場別の講習修了者数（６地区、１２９名＊）

今年度の修了者数は、１２９名で、全国６地区（講習会場）別の修了者数は、次の

①～⑥のとおりであった。今年度の講習会場別の修了者の一覧を別紙３にまとめた。

①関東地区 東京会場（東京都） 火 ～ 金 名

②北陸地区 金沢会場（石川県） 火 ～ 金 名

③近畿地区 大阪会場（大阪府） 火 ～ 金 名

④九州地区 鹿児島会場（鹿児島県） 火 ～ 水 名

⑤東北地区 盛岡会場（岩手県） 火 ～ 金 名

⑥中国地区 岡山会場（岡山県） 火 ～ 木 名

＊２種類以上の講習を異なる会場に跨がって受講した修了者（ 名 がいたため、講習会場別修了者の合計（ 名）から当該重複者を除いた実際の修了者数は１２９名

（３）講習テーマ別の修了者数（４テーマ延べ２１３名）

修了者１２９名中、講習テーマを複数受講した者がいたため４テーマの修了者数

を合計した延べ修了者数は２１３名で、講習テーマ別の修了者数は、次の①～④の

とおりであった。今年度の講習テーマ別の修了者の一覧を別紙４にまとめた。

① 法令指導講習 １日／地区、５地区 ５会場 、修了者：６６名

② 保安業務指導講習 １日／地区、５地区 ５会場 、修了者：５６名

③ ＣＯ中毒事故防止技術講習 １日／地区、５地区 ５会場 、修了者：３８名

④ ＬＰガス災害対策講習 １日／地区、６地区 ６会場 、修了者：５３名

（４）講習テーマ別、講習会場別における各々の修了者数を次の①～④にまとめた。

① 法令指導講習（開催地：５地区（５会場）、修了者数：６６名）

地 区 開 催 地 日 程 修了者数

関東地区 東京会場（東京都） 火 名

北陸地区 金沢会場（石川県） 火 名

近畿地区 大阪会場（大阪府） 木 名

九州地区 鹿児島会場（鹿児島県） 火 名

東北地区 盛岡会場（岩手県） 火 名

② 保安業務指導講習（開催地：５地区（５会場）、修了者数：５６名）

地 区 開 催 地 日 程 修了者数

関東地区 東京会場（東京都） 水 名

北陸地区 金沢会場（石川県） 水 名

近畿地区 大阪会場（大阪府） 水 名

東北地区 盛岡会場（岩手県） 水 名

中国地区 岡山会場（岡山県） 火 名
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③ ＣＯ中毒事故防止技術講習（開催地：５地区（５会場）、修了者数：３８名）

地 区 開 催 地 日 程 修了者数

関東地区 東京会場（東京都） 木 名

北陸地区 金沢会場（石川県） 木 名

近畿地区 大阪会場（大阪府） 火 名

東北地区 盛岡会場（岩手県） 木 名

中国地区 岡山会場（岡山県） 水 名

④ ＬＰガス災害対策講習（開催地：６地区（６会場）、修了者数：５３名）

地 区 開 催 地 日 程 修了者数

関東地区 東京会場（東京都） 金 名

北陸地区 金沢会場（石川県） 金 名

近畿地区 大阪会場（大阪府） 金 名

九州地区 鹿児島会場（鹿児島県） 水 名

東北地区 盛岡会場（岩手県） 金 名

中国地区 岡山会場（岡山県） 木 名

（５）保安専門技術者の新規取得者と既取得者等

① 開催地別（開催地：６地区（６会場）、修了者数：１２９名）

開催地 東京 金沢 大阪 鹿児島 盛岡 岡山 合 計＊

新規取得者 １８名 ９名 ９名 １１名 ５名 １３名 ６５名

既取得者 １１名 １１名 １８名 １名 １５名 １０名 ６６名

合 計 ２９名 ２０名 ２７名 １２名 ２０名 ２３名 １３１名

＊２種類以上の講習を異なる会場に跨がって受講した修了者（ 名 がいたため、講習会場別修了者の合計（ 名）から当該重複

者を除いた実際の修了者数は１２９名であったので、今年度における実際の新規取得者は６ 名、既取得者は６ 名であった。

② 講習テーマ別（４テーマ、延べ修了者数：２１３名）

講習テーマ 法 令 保 安 Ｃ Ｏ 災 害 合 計

新規取得者 ４０名 ３２名 ２２名 ４４名 １３８名

再受講者 ２６名 ２４名 １６名 ９名 ７５名

合 計 ６６名 ５６名 ３８名 ５３名 ２１３名

（６）有効期間（５年間）内の保安専門技術者数（平成２６～３０年度）

保安専門技術者実数： ６５４名

【内訳】 法令指導 ３４５名

保安業務指導 ３９０名

ＣＯ中毒事故防止技術 ２６４名

ＬＰガス災害対策 ２５９名

合計（延べ人数） １，２５８名
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③ ＣＯ中毒事故防止技術講習（開催地：５地区（５会場）、修了者数：３８名）

地 区 開 催 地 日 程 修了者数

関東地区 東京会場（東京都） 木 名

北陸地区 金沢会場（石川県） 木 名

近畿地区 大阪会場（大阪府） 火 名

東北地区 盛岡会場（岩手県） 木 名

中国地区 岡山会場（岡山県） 水 名

④ ＬＰガス災害対策講習（開催地：６地区（６会場）、修了者数：５３名）

地 区 開 催 地 日 程 修了者数

関東地区 東京会場（東京都） 金 名

北陸地区 金沢会場（石川県） 金 名

近畿地区 大阪会場（大阪府） 金 名

九州地区 鹿児島会場（鹿児島県） 水 名

東北地区 盛岡会場（岩手県） 金 名

中国地区 岡山会場（岡山県） 木 名

（５）保安専門技術者の新規取得者と既取得者等

① 開催地別（開催地：６地区（６会場）、修了者数：１２９名）

開催地 東京 金沢 大阪 鹿児島 盛岡 岡山 合 計＊

新規取得者 １８名 ９名 ９名 １１名 ５名 １３名 ６５名

既取得者 １１名 １１名 １８名 １名 １５名 １０名 ６６名

合 計 ２９名 ２０名 ２７名 １２名 ２０名 ２３名 １３１名

＊２種類以上の講習を異なる会場に跨がって受講した修了者（ 名 がいたため、講習会場別修了者の合計（ 名）から当該重複

者を除いた実際の修了者数は１２９名であったので、今年度における実際の新規取得者は６ 名、既取得者は６ 名であった。

② 講習テーマ別（４テーマ、延べ修了者数：２１３名）

講習テーマ 法 令 保 安 Ｃ Ｏ 災 害 合 計

新規取得者 ４０名 ３２名 ２２名 ４４名 １３８名

再受講者 ２６名 ２４名 １６名 ９名 ７５名

合 計 ６６名 ５６名 ３８名 ５３名 ２１３名

（６）有効期間（５年間）内の保安専門技術者数（平成２６～３０年度）

保安専門技術者実数： ６５４名

【内訳】 法令指導 ３４５名

保安業務指導 ３９０名

ＣＯ中毒事故防止技術 ２６４名

ＬＰガス災害対策 ２５９名

合計（延べ人数） １，２５８名
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講習修了調査

講習終了時に受講者に対し、アンケート調査を行い、別紙５の結果が得られた。こ

れら結果の概要、考察等については、以下のとおり。

（１）受講者における講義等の理解について

講習合計で「良く理解できた。」が ％、「ある程度理解できた。」が ％の回

答結果より、 ％の受講者に理解してもらえたことを鑑みると、講義内容、講義資

料、テキスト等は、良好であったと思われる。

一方、アンケートの回答から講習テーマ別の特記事項等は、次のとおり。

①法令指導講習では、「もっと詳しく聞きたい」、「講習時間が足りない」等の意

見があったことから、次年度以降、これを自習すること等で補うように指導する

工夫が必要と思われる。

②保安業務指導講習では、「事例を多く用いた説明で理解し易かった。」等の意見

があり、講義内容が理解されていることが伺える。一方、「もっと詳しく聞きた

い」、「講習時間が足りない」等の意見があったことから、次年度以降、これを

自習すること等で補うように指導する工夫が必要と思われる。

③ＣＯ中毒事故防止技術講習では、これまでに同事業で制作したビデオ映像等を多

用したところ、自身が地域普及事業で講師をする場合に気を付ける点として「ビ

デオを活用する」の回答率が ％で、法令指導（ ％）、保安業務指導（ ％）、

ＬＰガス災害対策（ ％）と比較し、高かったことが特徴で、動画映像を用いた

ことにより理解を深め、学習効果が高かったと考えられる。

④ＬＰガス災害対策講習では、講義で使用したビデオ映像教材についての所感があ

り、「ビデオ活用でわかりやすい。」、「良く理解できた。」等の意見があった

ことから、理解を深めている様子が伺え、動画映像を用いたことによる。学習効

果が上がったと考えられる。

（２）フリーディスカッションについて（ＬＰガス災害対策）

「役に立った」が ％、「他人の意見が聞けて参考になった。」が ％あったこと

から、受講者はフリーディスカッションを概ね肯定的に評価していると思われる。

個別意見においても「各社の取り組みについて情報交換の場として活用できた。」

「実際の体験談等が直接聞けた。」等の回答があり、「今後の業務に役立てたい。」

という前向きな意見があった他、フリーディスカッションをしたことによって、具

体的な取り組みの難しさにについて悩みを共有できたとする旨の意見もあった。こ

れらの結果から、フリーディスカッションは、有意義であったといえる。

（３）講師をする場合に気を付ける点について

講習合計で、「事例を用いて説明する。」が ％と最も多く、どの講習科目にお

いても最も多い回答結果であった。テキストに事例写真等を多く用いたこと、各講

師が具体例を講義内容に多く取り入れたこと等であったことから、具体的事例があ

ると理解し易いことが反映されたものと思われる。
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２．保安専門技術者のデータベースの保守等

保安専門技術者養成講習を修了した保安専門技術者のデータベース（平成２７年度

構築）を活用し、保安専門技術者養成講習の受講年月日、受講テーマ、所属する都道

府県ＬＰガス協会、地域での講習実績等の情報を管理し、保安専門技術者証の交付を

行った。

保安専門技術者証は、平成２７年度からパソコン、スマートホン等からＷｅｂサイ

ト（ＬＰガス保安技術者向けＷｅｂサイト）にアクセスし、ダウンロードする方法・

形態（デジタル式保安専門技術者証）に変更している。（下図参照）

デジタル式保安専門技術者証（イメージ）

３．保安専門技術者養成講習用テキストの作成

（１）作成したテキスト

次表に掲げる７種類の保安専門技術者養成講習に必要なテキスト（書籍版）を編

集し、各 部ずつ製本した（別紙６参照）。これらテキストの編集にあたっては、

講習分科会の講習テーマ別の各講師会議において検討した。また、これらテキスト

の電子データ（ＰＤＦ形式）をＬＰガス保安技術者向けＷｅｂサイトに掲載すると

もに、印刷用データを地域保安指導事業の受託者に提供した。
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講習分科会の講習テーマ別の各講師会議において検討した。また、これらテキスト

の電子データ（ＰＤＦ形式）をＬＰガス保安技術者向けＷｅｂサイトに掲載すると

もに、印刷用データを地域保安指導事業の受託者に提供した。

保安専門技術者養成講習用及び地域保安指導事業用に作成したテキスト

番号 テキスト等の名称 保安専門技術者養成講習テーマ 改訂 版サイズ 備考

ＬＰガス販売事業の手引き 法令指導 ○ 版

保安業務ガイド（点検・調査） 保安業務指導 ○ 版

保安業務ガイド（周知） 〃 ○ 版

保安業務ガイド（緊急時対応・緊急時連絡） 〃 ○ 版

保安業務ガイド（ヒヤリハット） 〃 ○ 版

ＣＯ中毒事故防止技術 ＣＯ中毒事故防止技術 ○ 版

ＬＰガス災害対策マニュアル ＬＰガス災害対策 ○ 版 ※

※事務局において、改訂に伴う印刷データの作成・編集の作業等を実施したテキスト

（２）テキストの改訂（別紙６参照）

７種類のテキスト中、７種類のテキストの改訂を以下の①～⑦のとおり行った。

また、改訂に伴い新旧対照表の作成を行い、電子データ（ＰＤＦ形式）をＬＰガス

保安技術者向けＷｅｂサイト（以下「Ｗｅｂサイト」という。）に掲載した。

①「ＬＰガス販売事業の手引き」については、法令改正に伴う修正等を行った。

②「保安業務ガイド（点検・調査）」については、法令改正に伴う改正等を行った。

③「保安業務ガイド（周知）」については、法令改正に伴う改正等を行った。また、

周知のためのパンフレット等を「参考」として資料編を作成した他、ＣＯ中毒事

故防止に関する周知のパンフレット等については、「ＣＯ中毒事故防止技術」を

参照するよう誘導する記述とした。

④「保安業務ガイド（緊急時連絡・緊急時対応）」については、年度替わりによる

更新、表記の誤謬修正等を行った。

⑤「保安業務ガイド（ヒヤリハット）」については、年度替わりによる更新、表記

の誤謬修正等を行った他、平成２９年度の本事業において作成したヒヤリハット

の動画映像（「他工事事業者の配管損傷によるガス漏えい」、「こんろが点火し

ないときは？」）がＷｅｂサイトに掲載されている旨を紹介した。

⑥「ＣＯ中毒事故防止技術」については、年度替わりによる事故データ情報の更新

に伴う修正等を行った。また、テキスト「保安業務ガイド（周知）」と重複する

部分、周知をするためのパンフレット等について整理し、周知業務に全般に関す

るものについては削除して「保安業務ガイド（周知）」を参照するよう誘導する

記述に改めた。

⑦「ＬＰガス災害対策マニュアル」については、平成２９年度に作成した産業構造

審議会（保安分科会（液化石油ガス小委員会））から提言された「平成２８年熊

本地震におけるＬＰガス販売事業者等による安全点検等（平成２９年３月１６

日）」において「熊本地震の対応状況を踏まえた今後の望まれる対応」として提

示された課題のうち対応できるものを反映させた第２次改訂版について、全体を

反映させた第２次改訂版（改）として作成した。また、「災害時における情報の

収集・発信」に係る記載事項について新たに項立てを行い、再編集をした。
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４．副教材の作成

（１）講習用投影資料（別紙７参照）

当該講習において、図表等の説明に講師の講義意図を的確に伝え学習効果を高め

るため、パワーポイントの投影資料を作成した。当該投影資料は、同じカリキュラ

ムであれば講師が異なっても同じ内容の講義ができるようにすること等を目的とし

て、テキストに記載された図表、内容を中心に、講師から寄せられた保安技術情報

を追加し、講師が共通して用いることができる資料とした。実際の講義で用いた講

習用投影資料は、以下の３テーマである。

▼法令指導講習

投影資料は、平成２８年度に作成

したものを毎年度更新、再編集して

おり、今年度は、平成２９年度版に

平成３０年３月末現在までの法令改

正を踏まえ改訂した。

▼ＣＯ中毒事故防止技術講習

投影資料は、平成２８年度に作成

したものを毎年度更新、再編集して

おり、今年度は、平成２９年度版を

平成３０年度版として再編集をし

た。

▼ＬＰガス災害対策講習

投影資料は、平成２８年度に作成

したものを毎年度更新、再編集して

おり、今年度は、平成２９年度版に

ＬＰガス災害対策マニュアルの改訂

を反映させて再編集し、平成３０年

度版とした。

５．ＬＰガス災害対策に係るアンケートの実施（別紙８参照）

（１）平成２４年度に作成した「ＬＰガス災害対策マニュアル」では、実効性のある災

害対策の向上に活用できるようハード対策（設備面）、ソフト対策（体制面）の２

部構成とした他、「１４の対応策（注）」を踏まえた個々の対応策に係る雛形が掲載

されたが、当該雛形には、各都道府県ＬＰガス協会で策定されている協定等の事例

がなかったことから、その事例を盛り込み、可能な限りの事例等を提示したことを

受け、平成２５年度から各都道府県ＬＰガス協会に対しアンケート調査を実施する

こととなった。

投
影
資
料
の
例
（
上
か
ら
法
令
・
Ｃ
Ｏ
・
災
害
）
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おり、今年度は、平成２９年度版を

平成３０年度版として再編集をし

た。

▼ＬＰガス災害対策講習

投影資料は、平成２８年度に作成

したものを毎年度更新、再編集して

おり、今年度は、平成２９年度版に

ＬＰガス災害対策マニュアルの改訂

を反映させて再編集し、平成３０年

度版とした。

５．ＬＰガス災害対策に係るアンケートの実施（別紙８参照）

（１）平成２４年度に作成した「ＬＰガス災害対策マニュアル」では、実効性のある災

害対策の向上に活用できるようハード対策（設備面）、ソフト対策（体制面）の２

部構成とした他、「１４の対応策（注）」を踏まえた個々の対応策に係る雛形が掲載

されたが、当該雛形には、各都道府県ＬＰガス協会で策定されている協定等の事例

がなかったことから、その事例を盛り込み、可能な限りの事例等を提示したことを

受け、平成２５年度から各都道府県ＬＰガス協会に対しアンケート調査を実施する

こととなった。

投
影
資
料
の
例
（
上
か
ら
法
令
・
Ｃ
Ｏ
・
災
害
）

（２）平成２５年度では、当該災害対策マニュアルの活用状況や独自の災害対策に関す

る取組を確認するためのアンケートを行い、特に「１４の対応策」の取組状況に重

点をおいたアンケート調査を実施し、平成２６年度及び２７年度に、その追跡調査

を行った。

（３）平成２８年度では、前年度の調査で当該取組が未実施であった都道府県ＬＰガス

協会に対し、その後の状況についてＥメール及び電話による聞き取り調査を実施し

た。

（４）平成２９年度では、平成２９年に発生した災害時の対応並びに今後必要と思われ

る有効な対策、各地で実施した防災訓練の実態と問題点、災害時の備蓄体制、第２

次災害対策本部の有無などついてアンケートを実施し、各都道府県ＬＰガス協会に

おける災害時の体制整備の状況をまとめた。

（５）平成３０年度では、ＬＰガス災害対策マニュアルに関し、産業構造審議会（保安

分科会（液化石油ガス小委員会））から提言された「平成２８年熊本地震における

ＬＰガス販売事業者等による安全点検等（平成２９年３月１６日）」において「熊

本地震の対応状況を踏まえた今後の望まれる対応」として提示された課題を全て反

映したものとなったことを受け、災害対策に係る予算措置、情報発信・収集に関す

る対応、ハザードマップの活用等に関する設問項目を追加し、アンケートを実施し

た。

（注）１４の対応策：「東日本大震災を踏まえた今後の液化石油ガス保安の在り方について（総

合資源エネルギー調査会高圧ガス及び火薬類保安分科会液化石油ガス部会報告書）」に掲げ

られた災害時の対応策。（詳細は、ＬＰガス災害対策マニュアル参照）

６．ＬＰガス災害対策に係る被災地の現地調査（別紙１６参照）

ＬＰガス災害対策の実施状況等の確認のため、大阪府北部地震（ 発生）、

及び平成 年 月西日本豪雨災害について、以下のとおり被災地の実地調査を行い、

その結果を経済産業省に報告し、当該調査で得られた情報等をＬＰガス災害対策マ

ニュアルの改訂に反映した。

（１）調査期間及び調査先：

【平成 年 月 日】 一社 大阪府ＬＰガス協会、 一社 広島県ＬＰガス協会

【平成 年 月 日】 一社 岡山県ＬＰガス協会、伊丹産業 株

（２）調査事項：

①ＬＰガス災害対策マニュアルに記載された事項等について当該被災と対比し、本

マニュアルの改訂の必要性等について検証した。

②被災直後の地元ＬＰガス協会における初動と防災訓練の成果を確認した。

③ＬＰガス災害対策マニュアルに記載されている設備対応と効果を確認した。
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Ⅲ．ＬＰガス保安技術者向けＷｅｂサイトの開設、コンテンツの作成等

保安専門技術者の技術力の維持・向上をサポートするため、「ＬＰガス保安技術者

向けＷｅｂサイト（以下「Ｗｅｂサイト」という。）」の運営及び「保安専門技術者

向けメールマガジン」の配信を各々した。

（１）情報提供システム

① Ｗｅｂサイトの状況（別紙９参照）（平成３１年２月２８日現在）

イ．ドメイン名 ：

ロ．開設期間 ： 平成３０年５月～平成３１年３月

ハ．今年度の月平均リクエスト数： 回／月（平成３１年２月２８日現在）

ニ．今年度の月平均総訪問数 ： 人／月（平成３１年２月２８日現在）

ホ．Ｗｅｂサイトに係るコンテンツの一覧、アクセス数の詳細、サーバーシステ

ム等については、別紙９にまとめた。

ヘ．月平均リクエスト数及び月平均総訪問数の推移を下の表及び図に示した。

各年度別の月平均リクエスト数及び月平均総訪問数

年度 平成 ＦＹ１５ ＦＹ１６ ＦＹ１７ ＦＹ１８ ＦＹ１９ ＦＹ２０ ＦＹ２１ ＦＹ２２ ＦＹ２３ ＦＹ２４ ＦＹ２５ ＦＹ２６ ＦＹ２７ ＦＹ２８ ＦＹ２９ ＦＹ３０

リクエスト数

訪 問 数

注： 平成２５年度よりサーバーの変更に伴い使用するソフト等が異なったことから、集計、分析手法が変わったため、集計した数値に変化が生じた。
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Ⅲ．ＬＰガス保安技術者向けＷｅｂサイトの開設、コンテンツの作成等

保安専門技術者の技術力の維持・向上をサポートするため、「ＬＰガス保安技術者

向けＷｅｂサイト（以下「Ｗｅｂサイト」という。）」の運営及び「保安専門技術者

向けメールマガジン」の配信を各々した。

（１）情報提供システム

① Ｗｅｂサイトの状況（別紙９参照）（平成３１年２月２８日現在）

イ．ドメイン名 ：

ロ．開設期間 ： 平成３０年５月～平成３１年３月

ハ．今年度の月平均リクエスト数： 回／月（平成３１年２月２８日現在）

ニ．今年度の月平均総訪問数 ： 人／月（平成３１年２月２８日現在）

ホ．Ｗｅｂサイトに係るコンテンツの一覧、アクセス数の詳細、サーバーシステ

ム等については、別紙９にまとめた。

ヘ．月平均リクエスト数及び月平均総訪問数の推移を下の表及び図に示した。

各年度別の月平均リクエスト数及び月平均総訪問数

年度 平成 ＦＹ１５ ＦＹ１６ ＦＹ１７ ＦＹ１８ ＦＹ１９ ＦＹ２０ ＦＹ２１ ＦＹ２２ ＦＹ２３ ＦＹ２４ ＦＹ２５ ＦＹ２６ ＦＹ２７ ＦＹ２８ ＦＹ２９ ＦＹ３０

リクエスト数

訪 問 数

注： 平成２５年度よりサーバーの変更に伴い使用するソフト等が異なったことから、集計、分析手法が変わったため、集計した数値に変化が生じた。

② Ｗｅｂサイトに係る外部仕様書（別冊１参照）

「ＬＰガス保安技術者向けＷｅｂサイト外部仕様書」にまとめた。

③ Ｗｅｂサイトに係るコンテンツ（別紙２参照）

「ＬＰガス保安技術者向けＷｅｂサイトコンテンツ一覧（平成３０年度版）」

にまとめた。

④ Ｗｅｂサイトに係るアンケート（別紙１０参照）

サイトに掲載したコンテンツ等の閲覧者にとって、ＬＰガスに関する知識の向

上が図られたか否か、また、社内教育等に役立ったか否かを調査するサイトを掲

載した。調査の質問及び回答は、閲覧者にとって負担にならないよう、次のイ及

びロのとおりとした。本アンケートに係るサイトの詳細及び集計結果等は、別紙

１０に記載した。

イ．サイト全般に係るもの

（イ）Ｑ１．ＬＰガスに関する知識の向上が図られましたか？

Ａ１．◎役に立った ◎どちらとも言えない

（ロ）Ｑ２．社内教育等に役に立ちましたか？

Ａ２．◎役に立った ◎どちらとも言えない

ロ．コンテンツに係るもの

（イ）Ｑ．この情報は役に立ちましたか？

Ａ．◎はい ◎いいえ

⑤ 講習終了時における受講者へのアンケート調査（別紙１１参照）

講習終了時に受講者に対し、Ｗｅｂサイトに係るアンケート調査を実施し、別紙

１１の結果が得られた。

イ．Ｗｅｂサイトについては、 名の受講者から回答が得られ、 名（ ％）が

Ｗｅｂサイトを閲覧しており、この内 名（ ）が役に立った旨の回答が得ら

れた。当該Ｗｅｂサイトの閲覧が業務等に役立つことと認識されたと思われる。

ロ．上記の役に立ったとの回答者 名 から、事故事例研究、ビデオ映像等が保

安教育に活用できた。テキスト、パンフレット等のダウンロードが活用できた

とする意見が多かった。

ハ．メールマガジンについては、回答のあった 名の受講者のうち、 名（

％）が受信していた。当該メールマガジン受信者（ 名）は、昨年度までに保

安専門技術者となっている受講者（ 名）の一部で、この 名を母数とする

％であった。（メールマガジンは、保安専門技術者がサイトの「専門技術者ペ

ージ（保安専門技術者専用のサイト）」に登録すると配信することになってい

る。）

（２）保安専門技術者へ最新の保安行政動向、保安技術情報を周知するための「保安専

門技術者向けメールマガジン」を配信した。（別紙１２参照）

・配信期間： 平成３０年１０月から平成３１年３月まで

・配信回数： ５回

・配信件数： 平均９４２件／回
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（３）自主保安に係る申告書及びチェックシートの集計等（別紙１３参照）

「自主保安に係る申告書及びチェックシートの提出及びＬＰガス消費者保安功労

者表彰実施要領」に基づきＬＰガス販売事業者等から提出される自主保安に係る申

告書及びチェックシートをとりまとめ、集計した。

当該集計結果は、経済産業省に提出し、経済産業省と調整の上、平成２８年度液

化石油ガス消費者保安功労者の表彰者を選考するため資料及び講義のポイントの参

考とした。また、当該チェックシートは、Ｗｅｂサイトに掲載した。

（４）ＬＰ法令検索システムの更新等（別紙１４参照）

ＬＰ法令検索システムのコンテンツは、「液化石油ガスの保安の確保及び取引の

適正化に関する法律（昭和４２年１２月２８日 法律第１４９号）」に係る法令に

ついて電子データ化し、関連する条文等をパソコン上において相互にリンクさせて

閲覧、語彙検索ができるプログラムをサイトに掲載しているが、今年度は、平成３

０年１２月３１日現在で改正等があった以下の法令について当該システムの更新を

した。

［省令］

▼液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の一部を改

正する省令（平成 年経済産業省令第 号（平成 年 月 日））

▼液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の一部を改

正する省令（平成 年経済産業省令第 号（平成 年 月 日））

▼液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の一部を改

正する省令（平成 年経済産業省令第 号（平成 年 月 日））

▼液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の一部を改

正する省令（平成 年経済産業省令第 号（平成 年 月 日））

（５）地域保安指導事業で作成したビデオ映像の掲載（別紙１５参照）

地域保安指導事業で作成した以下の講習会（法令指導、保安業務指導）のビデオ

映像を「ＬＰガス保安技術者向けＷｅｂサイト」のコンテンツとして掲載した。当

該ファイルを掲載するにあたっては、新たな専用ページを作成した。

法令指導（７ファイル） 保安業務指導（６ファイル）

イ．Ⅰ・Ⅱ．販売事業の登録等

ロ．Ⅲ．販売事業①

ハ．Ⅲ．販売事業②

ニ．Ⅲ．販売事業③（修正版３）

ホ．Ⅲ．販売事業④

ヘ．Ⅳ．保安事業（修正版３）

ト．Ⅴ．液化石油ガス設備工事（修正版）

イ．定期供給設備点検

ロ．定期消費設備調査①

ハ．定期消費設備調査②

ニ．点検・調査①

ホ．点検・調査②

ヘ．容器交換時等供給設備点検
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（３）自主保安に係る申告書及びチェックシートの集計等（別紙１３参照）

「自主保安に係る申告書及びチェックシートの提出及びＬＰガス消費者保安功労

者表彰実施要領」に基づきＬＰガス販売事業者等から提出される自主保安に係る申

告書及びチェックシートをとりまとめ、集計した。

当該集計結果は、経済産業省に提出し、経済産業省と調整の上、平成２８年度液

化石油ガス消費者保安功労者の表彰者を選考するため資料及び講義のポイントの参

考とした。また、当該チェックシートは、Ｗｅｂサイトに掲載した。

（４）ＬＰ法令検索システムの更新等（別紙１４参照）

ＬＰ法令検索システムのコンテンツは、「液化石油ガスの保安の確保及び取引の

適正化に関する法律（昭和４２年１２月２８日 法律第１４９号）」に係る法令に

ついて電子データ化し、関連する条文等をパソコン上において相互にリンクさせて

閲覧、語彙検索ができるプログラムをサイトに掲載しているが、今年度は、平成３

０年１２月３１日現在で改正等があった以下の法令について当該システムの更新を

した。

［省令］

▼液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の一部を改

正する省令（平成 年経済産業省令第 号（平成 年 月 日））

▼液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の一部を改

正する省令（平成 年経済産業省令第 号（平成 年 月 日））

▼液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の一部を改

正する省令（平成 年経済産業省令第 号（平成 年 月 日））

▼液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の一部を改

正する省令（平成 年経済産業省令第 号（平成 年 月 日））

（５）地域保安指導事業で作成したビデオ映像の掲載（別紙１５参照）

地域保安指導事業で作成した以下の講習会（法令指導、保安業務指導）のビデオ

映像を「ＬＰガス保安技術者向けＷｅｂサイト」のコンテンツとして掲載した。当

該ファイルを掲載するにあたっては、新たな専用ページを作成した。

法令指導（７ファイル） 保安業務指導（６ファイル）

イ．Ⅰ・Ⅱ．販売事業の登録等

ロ．Ⅲ．販売事業①

ハ．Ⅲ．販売事業②

ニ．Ⅲ．販売事業③（修正版３）

ホ．Ⅲ．販売事業④

ヘ．Ⅳ．保安事業（修正版３）

ト．Ⅴ．液化石油ガス設備工事（修正版）

イ．定期供給設備点検

ロ．定期消費設備調査①

ハ．定期消費設備調査②

ニ．点検・調査①

ホ．点検・調査②

ヘ．容器交換時等供給設備点検

（６）Ｗｅｂサイトに係るその他のページ改修等（別紙１５参照）

以下のページに関し、経済産業省公式Ｗｅｂサイト（ ）及

び高圧ガス保安協会公式Ｗｅｂサイト（ ）に掲載されている

関連ページの各々のＵＲＬにリンクするようバナー、見出し等を作成し、即時性を高

めるための改修をした。

①保安行政動向（ ）

▼新着情報【経済産業省】 
http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/lpgas/index.html 

▼保安対策指針【経済産業省】 
http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/oshirase/2018/04/300410-01.html 

▼過去の保安対策指針【経済産業省】 
http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/lpgas/anzen_torikumi/shishin.html 

②法令等改正（ ）

イ 高圧ガス保安協会の公式Ｗｅｂサイト 
▼液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律の改正動向（平成 20 年～） 

https://www.khk.or.jp/public_information/information/legal_trends/lpg_h20.html 
▼液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律の改正動向（平成 12 年～平成 19 年） 

https://www.khk.or.jp/public_information/information/legal_trends/lpg_kaisei_h12-21.html 
▼液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律関係通達等の通知状況（平成 22 年～） 

https://www.khk.or.jp/public_information/information/legal_trends/lpg_h22.html 
▼液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律関係通達等の通知状況（平成 12 年 4
月～平成 21 年 4 月の通知状況） 
https://www.khk.or.jp/public_information/information/legal_trends/lpg_me_h12-21.html 

ロ 経済産業省の公式Ｗｅｂサイト 
▼新着情報【経済産業省】 

http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/lpgas/index.html 
▼法令・関係様式【経済産業省】 

http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/lpgas/hourei/index.html 
▼平成 19（2007）年度以降の改正について【経済産業省】 

http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/lpgas/hourei/19fy.html 
③事故関連情報（ ）

▼新着情報【経済産業省】 
http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/lpgas/index.html

▼事故情報【経済産業省】 
http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/lpgas/lpjiko/index.html#A10 

▼ガス事故の発生状況【経済産業省】 
http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/citygas/gasjiko/index.html

▼事故報告の方法等について【経済産業省】 
http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/lpgas/lpjiko/how_to_report.html
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